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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、コンテンツ産業のフリー型ビジネスモデルにおける消費者行動につ
いて、理論モデルを構築し、定量的分析を行うことで経営的含意を導くことである。本研究の特徴は、定量的分
析をベースとしていることと、分野横断的に様々なコンテンツ産業を対象とすること、そして、シンクタンク保
有の豊富なパネルデータを利用することである。分析の結果、最適ARPPUは11,754円であること、有料ユーザに
しかネットワーク効果がないこと、モバイルゲームのコンソールゲームへの代替効果は小さいこと、音楽産業で
は公式無料配信が売り上げにプラスだが、海賊版は音楽・映像産業で売り上げにマイナスであること等が明らか
になった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to indicate the business implication by an 
empirical analysis of consumer behavior of "free business model" in Japanese creative industries. 
The features of this research are based on quantitative analysis, targeting various creative 
industries across disciplines, and using rich panel data provided by a investigation company. The 
results show that the optimum long-term  ARPPU is 11,754 yen, only paid users have network effects, 
the substitution effect of mobile games on console games is small, and official free goods have a 
significant positive effect on paid goods in the music industry, but pirated free goods have a 
significant negative effect in the music and video industries, with elasticities of -0.23 and -0.19.

研究分野： 計量経済学
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１．研究開始当初の背景 
映像、ゲーム、書籍、音楽等の制作・流通

を担うコンテンツ産業は、国内市場規模が約
12 兆円で世界第 2位であり、日本の代表的な
産業の 1つといえる。そのようなコンテンツ
産業について、近年では、情報通信技術の急
速な進歩に伴い、フリー型ビジネスモデルが
着目されるようになった。例えば、有料配信、
無料配信による宣伝、基本無料コンテンツ、
デジタル財課金が挙げられる。 
Anderson（2009）では、限界費用がゼロに

近いコンテンツ産業、さらに広く情報産業全
般について、フリー型ビジネスモデルが今後
主流となるビジネスモデルとしている。また、
新宅・柳川（2008）は、デジタル化が進んで
フリーコピーが常態化する中での新しいビ
ジネスモデルと消費者行動について論じて
おり、フリーコピーがむしろ既存ビジネスに
正の影響をもたらした事例や、デジタル財課
金における消費者行動の特徴、フリーによる
消費者層の拡大を利用してアナログやライ
ブでマネタイズする手法が述べられている。 
しかしながら、一連の研究の大半は事例研

究にとどまっており、実証的研究は少ない。
他方、過去の企業へのヒアリング調査によっ
て、プラットフォーマーやコンテンツプロバ
イダー等の実務家レベルでは、フリー型ビジ
ネスモデルにおける、長期的消費者行動や、
既存ビジネスとの代替・補完関係について、
定量的な効果測定への関心が非常に高いこ
とが分かっていた。 
そこで本研究では、既に産学連携で行って

いる研究会での研究を進め、コンテンツ産業
における無料を利用したビジネスモデル（フ
リー型ビジネスモデル）の消費者行動につい
て、長期利潤最大化戦略や新ビジネスの代替
効果などに着目し、定量的分析を行って経営
的含意を導くことを計画した。本研究の特徴
は、定量的分析をベースとしていることと、
分野横断的に様々なコンテンツ産業を対象
とすること、そして、シンクタンク保有の豊
富なパネルデータを利用することである。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、コンテンツ産業における

フリー型ビジネスモデルについて、以下の 4
点に取り組むである。①ヒアリング・文献調
査によってフリー型ビジネスモデルの類型
化と理論モデルの構築を行う。②パネルデー
タの消費者行動分析によって、基本無料コン
テンツにおける長期利潤最大化戦略を明ら
かにする。③パネルデータによる消費者選択
行動分析によって、基本無料の新ビジネスと
既存ビジネスの代替関係明らかにする。④フ
リー財－製品－リアル財間の消費者行動モ
デルを構築し、相互関係を定量的に検証する。 
 
 
３．研究の方法 

 分析は、以下の 3段階で執り行われる。第
一に、国内外の文献調査とヒアリング調査に
よって、既存の研究を概観して問題点を指摘
するとともに、ビジネスモデルの事例分析と
類型化、そして理論モデルの構築を行う。 
 第二に、筆者主催の研究会に参加している
協会の長期（3 年間）消費者動向調査データ
を利用してゲーム産業を対象に消費者行動
モデルの定量的分析を行い。基本無料コンテ
ンツにおける長期利潤最大化戦略と、既存ビ
ジネスに与えている影響を明らかにする。具
体的な手法としては、まず、基本無料コンテ
ンツにおける長期利潤最大化戦略は、消費者
の支払い金額と消費者の離脱行動に関する
連立モデルを構築し、相互関係を定量的に検
証することで、最適戦略を導く。次に、既存
ビジネスに与える影響では、消費者の家庭用
ゲームソフトと基本無料ゲーム間の選択行
動をモデル化し、代替性を定量的に検証する
ことで、市場全体の今後の動向や、コンテン
ツプロバイダーが採るべきマーケティング
戦略を導く。 
 第三に、対象を映像、ゲーム、書籍、音楽
全てに拡大して消費者アンケートを実施し、
連立の消費者行動モデルを内生性に配慮し
て分析する。そして、フリー財(無料配信に
よる宣伝、消費者のフリーコピー、基本無料
サービス)－製品(有料販売しているパッケ
ージ製品やデータ)－リアル財(グッズ等の
アナログ財やライブ等の体感サービス)間の
相互関係を定量的に明らかにし、最適なバラ
ンスのコンテンツビジネスモデルを提案す
る。 
 
 
４．研究成果 
主に得られた成果は、以下の 4 つとなる。 

（１）長期売上高を最大化する戦略 
フリーミアムを採用しているサービスは

急増しているが、特にその中でも、非定額型
のデジタル財課金のビジネスモデルである
モバイルゲームは、高収益・高成長率を達成
している。しかしその一方で、実証研究は少
なく、ビジネスモデルの確立途上にある部分
も多い。実際、多くのモバイルゲームがサー
ビス開始間もなくサービス終了となってい
る。 
また、消費者の支払額を高くすると、短期

的には収益が増加するが、長期的にはユーザ
離脱などを招き（通称課金疲れ）、売り上げ
が低下する可能性があることが、ヒアリング
の結果分かった。 
そこで、モバイルゲームのパネルデータを

用いて実証分析を行い、消費者の支払行動と
長期売上高の関係を統計的に検証した。推定
の結果、前期の有料ユーザ 1人当たりの平均
支払額（ARPPU）は、今期の売上高に非線形
で有意な影響を与えていた。また、その極大
値は約 11,754 円であった。このことから、
長期売上高最大化という観点からは、ARPPU



が約 11,754 円になるようにイベントやガチ
ャの頻度、アイテムの価格を調整することが
最適であることが示唆された。 
フリーミアムを採用しているサービスの

大半がマネタイズに失敗し、サービス終了と
なっている現在、非定額型フリーミアムは成
功手法として着目されており、採用するサー
ビスが増えている。本研究の結果は、モバイ
ルゲーム以外にもいえる可能性がある。 
（２）属性別のネットワーク効果 
ネットワーク効果は、フリー型ビジネスモ

デルと相性が良く、ほとんどのサービスにお
いて生かされている。なぜならば、消費者の
参入障壁が低いので、ユーザの獲得が容易な
からである。 
そのため、情報通信産業及びフリー型ビジ

ネスモデルの発展とともに多くの研究がな
されてきたが、先行研究ではネットワークの
大きさは財・サービスの総ユーザ数とされて
おり、ネットワークの構成ユーザに注目した
ものは少ない。そこで、ネットワーク効果が
その構成ユーザにより異なるあり方をする
可能性に注目し、モバイルゲームを対象に有
料ユーザ数と無料ユーザ数が、消費者の支払
行動にそれぞれ別の影響をもたらすモデル
を構築し、分析を行った。 
分析の結果、有料ユーザ数は有意に支払額

に正の影響をもたらし、有料ユーザが 1%増加
すると支払額は 0.07%増加することがわかっ
た。一方、無料ユーザ数は影響を与えている
とは言いない結果となった。このことから、
ネットワーク効果はその構成ユーザにより
異なり、無料ユーザのもつネットワーク効果
は限定的であるという示唆が得られた。 
ただし、有料ユーザとは無料ユーザから移

行するものであるため、無料ユーザがただの
コストという結論ではない。今後、無料・有
料ユーザのバランスを検証するには、移行行
動まで含めたモデルを構築して分析する必
要があるだろう。 
（３）新サービスの代替効果 
フリー型ビジネスモデルは、近年の情報通

信技術の発展を背景に普及した新しいビジ
ネスモデルである。このように、革新的な技
術によって新しいサービスが誕生する際、そ
れが既存ビジネスにどのような影響を与え
るかは、経済学者の高い関心事である。 
そこで、ゲーム産業を対象に、新サービス

であるモバイルゲームが、既存サービスであ
るコンソールゲームに対してどの程度の代
替効果を持っているのか、約 10 万の消費者
個票パネルデータによって分析した。 
その結果、iPhone や Android 等のスマート

デバイスは、3DS、Wii、PSP に代替効果を持
っていたが、PS4 には持っていなかった。ま
た、PSP に対しても極小であった。このこと
から、モバイルゲームは、カジュアルなコン
ソールゲームか、利用シーンが似通っている
コンソールゲーム（携帯型ゲーム）に対して
代替効果を持っていることが分かった。さら

に、代替効果がある場合も、最大で 0.1 程度
であり、代替効果は小さいことが明らかにな
った。以上の結果より、モバイルゲームは新
規市場を開拓しているといえる。 
（４）合法・違法のフリーコンテンツがビジ
ネスに与える影響 
近年における IT 技術の急速な進歩によっ

て、コンテンツ産業のビジネス環境は大きく
変わっている。特に大きく変わったのが、無
料財の普及である。これには 2 つある。1 つ
は、コンテンツそのもの（あるいは 1部）を
フリーで提供し、それに付加価値を加えたコ
ンテンツを有料で販売するという企業戦略
の拡大である。もう 1つは、消費者が行う違
法なコピーの普及である。 
そこで、合法・違法のフリーコンテンツが

ビジネスに与える影響を分析するため、①CD
販売数と MV 再生回数のパネルデータ分析②
音楽、映像、書籍という 3つの産業における
アンケート調査データの横断的分析の2つの
アプローチで分析を行った。分析はいずれも
内生性に考慮し、操作変数法を用いる。 
分析の結果、まず、音楽産業に絞ったパネ

ルデータ分析では、無料ネット配信視聴者数
はCD販売数に有意に正の影響を与えており、
その弾力性は約 0.19 であった。また、動画
時間によって区別した分析を行った結果、長
時間無料ネット配信では有意に正の影響が
見られた一方で、短時間無料ネット配信では
有意な影響がなかった。さらに、無料ネット
配信を行うコンテンツの方が、行わないコン
テンツよりも約 13%、CD 販売数が多いことが
分かった。以上のことから、曲の多くの部分
を公開する長時間の無料ネット配信は CD 販
売数を増加させるため、企業はそのような販
促型フリー戦略をとるべきといえる。 
次に、分野横断的かつ合法・違法の 2つの

フリーコンテンツについて行ったクロスセ
クション分析では、合法フリーコンテンツは
音楽産業でコンテンツの売り上げに有意に
正の影響を与えており、その弾力性は 0.11
であった。この結果は、弾力性がやや違うも
のの、前述の結果に近い（弾力性が異なった
のは、前述の研究では CD の実を対象に、本
研究では有料配信も含めての消費を対象と
したことが理由として挙げられる）。その一
方で、映像産業、書籍産業では合法のフリー
コンテンツの効果は見られなかった。 
また、違法フリーコンテンツは、書籍産業

では有意な影響が見られなかった一方で、音
楽産業、映像産業では有意な影響が見られ、
弾力性は－0.23と－0.19であった。ただし、
これらの結果は CD や有料配信などコンテン
ツそのものへの影響を推定したものであり、
ビジネス全体への影響を測るためには、ライ
ブやグッズ等の周辺財への影響も分析する
必要がある。 
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